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研究成果の概要（和文）：

・戦略不全企業は、ライフサイクルの成熟期から衰退期にさしかかった製品を主力にしている

場合に多いことが分かった。また、戦略不全企業は製品の将来性がないことを認識しているこ

とが明らかになった。

・事業戦略と業績管理システムの適合性が増すと業績（ROA）があがるという証拠が得られた。

マイルズ＝スノオの理論に基づき各戦略タイプに関する仮説を立て、防衛型企業は事後評価を

十分行うという仮説が実証分析により確認された。さらに、防衛型企業が事後評価を十分行う

と業績が良くなることが、明らかになった。

研究成果の概要（英文）：
The features of disfunctional firms are that their main products are between the maturity

stage and the decline stage in the product lifecycle. And they recognize that the demands of
their product have been gradually vanishing.
We had the evidence that if the firms have the performance evaluation system which is

fitted for their business strategy, they can get better performance (ROA). Based on the
Miles and Snow theory, we set the hypotheses about each strategic type. The hypothesis
that the Defender implements fully ex post evaluation was confirmed by our empirical
study. In addition, we confirmed that the more the Defender implements ex post evaluation,
the better it perform.
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１．研究開始当初の背景

これまでの管理会計研究は、戦略が機能し

ている或いはマネジメントが機能している

言わば健全企業を対象にした研究が世界的

に多かった。例えば、特定の業績管理の実態

を調査する研究のほとんどは、その業績管理

システムがうまく機能していると思われる

企業を研究対象としている。また、企業への

アンケート調査においても特定の業績管理

システムがどのような戦略や環境と適合性

が高いかを検証するものがほとんどであっ

た（Langfield-Smith(2005)）。戦略が機能

していない企業つまり「戦略不全企業」を対

象とした管理会計研究は非常に少ないのが

現状である。

しかしながら、現実の多くの企業は、戦略

が十分機能していない、言い換えれば、うま

くマネジメントできていない状況にあるの

が普通であろう。そういった理由から多くの

企業が新たに管理システムを導入するので

ある。

もっとも、戦略不全企業を対象とした研究

がこれまでなかったという理由は存在する。

社会科学の方法として、存在するものの合理

性を説明することが重要視されてきたこと

である。組織の均衡を仮定してその状態にお

けるメカニズムを解き明かすことが優先さ

れ、不均衡状態を前提とする研究は志向され

てこなかったということがある。しかしなが

ら、バブル崩壊後の日本企業をみれば、戦略

不全企業が多いことは明白である。ここに、

戦略不全企業における業績管理システムの

役割を研究する意義が存在する。

＜経営戦略論分野における先行研究の特徴

との比較＞

戦略不全企業の研究と言えば、経営学者三

品和弘氏の研究が有名である。企業戦略の最

上位目的を「生涯利益の最大化」と捉えて、

それを実現できていない企業を戦略不全企

業をとして定義している。そして、日本企業

を対象として1960年から1999年までの財務

データを利用して（１）利益成長の持続率、

（２）利益成長の跳躍力、（３）経営戦略の

リスクの三つの尺度を用いて戦略不全企業

を特定化している。特定された企業の戦略不

全の原因として、事業をどこで行うのかの選

択の失敗をあげている。

それに対して、本研究は、後述するように

Miles=Snow(1978)の研究をもとに、企業の

内部的な特徴から戦略不全企業（戦略と組織

構造と管理システムが不整合な状況）を特定

化するアプローチを採用する。三品氏のアプ

ローチが企業の長期の利益趨勢から戦略不

全企業を特定化し、それらの企業の特徴を明

らかにするアプローチであった。言わば、結

果から見て戦略不全企業を割り出すのに対

して、本研究は企業の内部的な診断（内部者

への質問への回答という形で）から戦略不全

企業を割り出し、さらにその特徴を究明しよ

うとする。

２．研究の目的

本研究の目的は、（１）戦略不全企業の特徴

を、健全企業と比較して、業績管理の側面か

ら企業へのアンケート調査によって実証的

に明らかにするとともに、（２）戦略不全の

状態から機能回復を果たした企業の回復プ

ロセスを業績管理の側面から明らかにする

ことであった。従来、戦略が機能していない

戦略不全企業を対象とした研究はほとんど

なかった。しかしながら、昨年からの大不況

において、多くの日本企業は戦略不全に陥っ

た状況が続いている。そこで、本研究では、

戦略不全企業に焦点を絞り、そのような企業



がいかに健全な企業へと回復できるかの糸

口を業績管理の側面から探り出すことを目

的とする。

３．研究の方法

①上場企業へのアンケート調査と回答の分

析――平成 23 年度に東証１部上場企業に対

するアンケート調査を行った。その回答結果

から、Miles=Snow(1978)の戦略タイプを参

考にして、戦略不全企業を健全企業から分け

るとともに、財務的視点・業績管理の視点か

ら健全企業と比較して、戦略不全企業の特徴

を明らかにする。

②企業へのインタビュー調査とその分析―

―平成 23 年度に実施したアンケート調査の

結果から、戦略不全の状況から機能を回復し

た企業を特定化する。そのような企業へイン

タビュー調査を行い、回復プロセスを詳細に

記述するとともに、回復の決め手となった要

因を洗い出す。

４．研究成果

（戦略不全企業の特徴）

・戦略不全企業は、ライフサイクルの成熟期

から衰退期にさしかかった製品を主力にし

ている場合に多い。また、健全企業に比べて、

戦略不全企業は製品の将来性がないことを

認識している。

（事業戦略と業績管理の適合性が業績に与

える影響：学会報告④）

・事業戦略と業績管理システムの適合性が増

すと業績（ROA）があがるという証拠が得ら

れた。事後評価を十分行うという業績管理の

特徴は、防衛型企業の特徴であることはマイ

ルズ＝スノオの理論から予測できる。分析の

結果、防衛企業が事後評価を十分行うと業績

が良くなることが明らかになった。

（事業戦略と業績管理の適合性：論文①③④
⑤⑥⑦ 学会報告①②⑤)

戦略的投資プロセスと業務的投資プロセ

スとの関係はマイルズ＝スノーの戦略タイ

プによって異なることが理論的にも実証的

にも言える可能性がある。

防衛型の投資プロセスの特徴：特定の事業へ

の投資（戦略的投資）を過去に行い、その事

業領域で成功して確固たる地位を築き、将来

もその地位を確保しようとする。したがって、

防衛型の資本投資は、基本的に業務的投資に

なる。

探索型の投資プロセスの特徴：常に新たな市

場を開拓し、先行者利益を獲得しようとする。

つまり、新事業への投資（戦略的投資）を常

に考えて、実行していく。したがって、戦略

的な投資が多くなる。業務的投資は戦略的投

資が成功した後に考慮されることになる。

分析型の投資プロセスの特徴：既に複数の事

業領域で確固たる地位を築いていて、それら

の技術を応用して市場（探索型が既に開拓し

た市場）に参入する機会を狙っている。言い

換えれば、既存の技術の組み合わせで対応で

きる市場の機会を狙うので、既存の生産設備

を改良して対応することになる。したがって、

新規事業と言ってもそれほど設備投資を伴

わない。

（事業戦略と経済性評価技法との関係：論

文②学会報告③）

わが国の企業における経済性評価技法の

多様性を説明するために、経済性評価技法の

採用と事業環境と事業戦略との関係を質問

票調査の結果をもとに実証的に分析してき

た。その結果、事業環境の影響では、(1)環境

の複雑性、(２)不確実性、(３)生産ラインの自

動化が評価技法の選択に影響していること

がわかった。また、事業の戦略タイプとの関



係では、分析型タイプであるかどうかが評価

技法の選択に影響していることが明らかに

なった。本研究で明らかになった事実の中で

興味深いのは、DCF 法以外の経済性評価技法

の採用に影響を及ぼす要因が明らかになっ

たことである。
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